































































































































































































































































































































































































































































































直接材料費 工数 加工費率 加工費 合計
見積総額 5，000，000円10，000時間 ＠300円 3，000，000円8，000，000円
期末現在発生額 3，400，000円 2，000時間 ＠300円 600，000円4，000，000円
すなわち、「見積原価総額および実際指図書原価額の双方から、直接材料費などを除外することが
妥当な場合もある」（番場1963、p．365）ということである。表1のデータによると、工数に基づ
くプロジェクトの進捗度（工事進行率）は20％であるのに対して、直接材料費を含む原価総額に
よる場合は50％（ニ4，000，000円÷＆000ρ00円）となる。この場合、必ずしも原価総額による工事
進行率50％というのは妥当とはいえない。この点は、工事契約会計基準15項および57項に示さ
れている通りである。この点については次のように指摘されている（番場1963、p．366）。
「そこで工数に基づく工事進行率20％を選ぶとすると、請負工事契約代価が10，000ρ00円であれ
ば、期末に計上しうる工事収益（売上）は2，000，000円である。ところでこれに対応する売上原
価をいくらにしたらよいか。期末現在、指図書に集計されている原価4，000，000円（直接材料費
3，400，000円を含む）を売上原価にすることは不合理である。既に発生している直接材料費のう
ち一部は売上原価に算入しないことにしなければならない。しかしこれをどのようにして算定
したらよいか。工事の進行率が20％の場合に計上しうる工事収益（売上）は2，000，000円であり、
計上しうる利益は（10，000，000円一8，000，000円）×20％＝400，000円である。指図書の加工費額
は600，000円であるから、次の金額が売上原価に算入しうる直接材料費となる。
　　　・中略…
　直接材料費3，400，000円のうち、1，000，000円だけを売上原価に計上すれば、残りの2，400，000円
は仕掛指図書の原価として翌期に繰り越されるのである。
　或いはまた期末現在の指図書原価4，000，000円を全額、売上原価に計上し、しかも見込利益総
額2，000，000円の20％、400，000円の利益が計上されるように工事収益（売上）を4400ρ00円と
する方法をとってもよいであろう。この方法によれば、直接材料費の一部を仕掛品原価として
繰越す必要がない。しかしこの場合には、工事進行程度および計上利益に見合わない工事収益（売
上）が計上される結果となる。」
　このようにプロジェクト別の進捗度の測定には細心の注意を払う必要があるといえるが、それと
同じく重要なことは、各プロジェクトにおいて行われる活動（工種）別に各期の進捗度を適切に測
定・管理することである。
3．プロジェクト別活動別進捗度の測定とマイルストーン管理
　通常、直接材料の消費は指図書別に測定・管理されることが重要であるが、その他の資源消費に
ついては基本的に期別活動別に測定・管理することが重要である。直接材料費は、製造指図書別に
直接的に把握され集計されるので、指図書別原価の算定という観点からは、部門別ないし活動別に
把握・計算される必要がない。しかし、コントロールの観点からは指図書別部門別に把握管理して
おくことが重要である。その意味でも、プロジェクト別活動別の進捗度の管理は重要や役割を果た
す。とくに工事進行基準（分割納入制）の下では、プロジェクト別採算計算（マクロレベル）だけ
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ではなく、期別の工事収益・工事利益の計算（マクロレベル）をし、組織内の各現場における様々
な意思決定（ミクロレベル）に資する適切なミクロ・マクロ・ループを形成する必要がある。
　したがって、工事進行基準の下で有効なマイルストーン管理を行うためには、プロジェクト自体
の進捗度だけでなくプロジェクト別活動別の進捗度を管理することが有用である。活動別の進捗度
は、当該製造指図書に必要な活動別の予定コスト・ドライバー量（分母）と、各原価計算期間別に
利用されたコスト・ドライバー量（分子）とを用いて原価計算期間別に計算される。この場合も、
ABCで期別・プロジェクト別・活動別に資源の消費と利用の実績を計画に照らし合わせてモニター
すればよい。その意味でも狭義のABCとABBとが統合している必要がある。それによってシス
テム内およびシステム問での連動性／整合性が生まれ、適切なミクロ・マクロ・ループを形成する
ことができるのである。
　以上より、受注活動における見積原価計算から、施工活動前に行われるプロジェクト別実行予算
の編成、そして施工活動中の実行予算による予算統制という従来の流れの中に、ABCという横串
を通して、原価計算期間別活動別の進捗管理に役立つようなシステム設計が戦略的マネジメントに
は不可欠であるといえる。このことは、トップ・マネジメントから現場作業員に至るまでの組織全
体に関して、プロジェクト別期間別活動別の管理の意識を浸透させることにも結び付く。いかに有
用なシステム設計をしても、それを利用・運用するのは組織メンバーであり、そのようなシステム
を適切に利用するような素地（組織文化）を作り上げることは、システム設計において最重要課題
であるともいえる。これは、まさに組織文化のループと業績のループとが両輪となった重層的なミ
クロ・マクロ・ループが適切に形成される過程に他ならない。
V　おわりに
　本稿は、工事進行基準を適用する企業において、ABCを通じて適切なミクロ・マクロ・ループ
を形成し、組織内の様々な意思決定に資する情報を提供するための試案を提示している。そのため
に、まず宮本（2005a）の所説や東海・若松（2008）の所説を取り上げ、戦略的マネジメントの必
要性や、マイルストーン管理の必要性を明らかにした。さらに、それらを実現するためには詳細な
因果連鎖を用いて見積原価計算およびプロジェクト別実行予算の精度を高めることが不可欠であ
り、そのためにはABCが有用であることを明らかにした。その上で、番場（1963）の見解に基づ
き、工事進行基準（分割納入制）の下でプロジェクト別期別活動別の進捗管理（マイルストーン管
理）を行うことが戦略的マネジメントには重要である旨を示した。
　また、各プロジェクト別期別活動別に細分化された業績目標を確実に達成し（ミクロレベル）、
それを各プロジェクト別の業績目標（マクロレベル）および各期別の業績目標（マクロレベル）へ
つなげることは、適切なミクロ・マクロ・ループを形成することに他ならない。その際には、組織
文化のループをも含めた重層的なミクロ・マクロ・ループが必要であることも忘れてはならない。
結果的に、各プロジェクト別期別活動別のマイルストーン管理を適切に行うことができ、組織の現
場を活性化させることに直結するものと思われる。
　以上、本稿ではABCを適用することによって、長期請負工事契約における戦略的マネジメント
の試案を示したが、全ての問題を解決できた訳ではない。例えば、自動車業界のような継続的関係
を有してはいない一時的な建設プロジェクトにおいて、SCMにおける信頼関係を築くためにABC
をどのように利用して情報共有を図ればよいのか等についても、今後のさらなる検討課題として挙
げることができる。
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